
大津市社会的事業所運営事業費補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害のある人もない人も対等な立場で一緒に働くことができる形態の職場で

ある社会的事業所を設置している者に対し、予算の範囲内において、その運営に要する経費の一

部を補助し、もって在宅障害者の就労の促進及び社会的、経済的自立を支援することを目的とす

る。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 社会的事業所 滋賀県社会的事業所設置運営要綱に定める社会的事業所で、次に掲げるすべ

ての要件に該当するものをいう。 

 (2)ア 障害者従業員が５名以上２０名未満で、かつ、雇用割合がおおむね５０パーセント以上（実

人数算定）であること。 

 (2)イ 障害者従業員が就労を継続し、維持できるように支援する機能を有していること。 

 (3)ウ 社会的事業所内外において、障害者理解等の啓発活動を行っていること。 

 (4)エ 社会的事業所の経営機関に障害者従業員が参画していること。 

 (5)オ 従業員全員と雇用契約を締結していること。 

 (6)カ 労働保険（労働者災害補償保険、雇用保険）の適用事業所であること。 

 (7)キ 事業所としての経営方針、経営計画が適切であるとともに、利益を上げるための経営努力

がなされていること。 

 (2) 障害者従業員 次に掲げる者であって、市内に住所を有し、市長が社会的事業所での就労を

適当と認めたものとする。 

 (1)ア 療育手帳を有する者 

 (2)イ 身体障害者手帳を有する者 

 (3)ウ 精神障害者保健福祉手帳を有する者又は病院における治療の結果、回復途上にある精神障

害者で、精神科医師の診断に基づき、市長が社会的事業所での作業等が適当と認めたもの 

 (2)エ ア、イ又はウに掲げる者のほか、これらに準じる者で市長が社会的事業所での作業等が適

当と認めたもの 

 （補助対象者） 

第３条 この要綱による大津市社会的事業所運営事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付の対

象となる者は、社会的事業所を設置する特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づく特

定非営利活動法人、社会福祉法人若しくはこれに準ずる団体又は社団法人とする。 

 （設備及び運営の基準） 

第４条 この要綱において、社会的事業所における設備及び運営の基準については、労働関係法令

の規定に準拠するものとする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、社会的事業所の運営費、管理費及び特別加算費とし、

その内容は別表に定めるところによる。 

２ 前項の経費のうち、管理費及び特別加算費に対する補助金は、社会的事業所が本市の区域内に



あり、かつ、市内に住所を有する者が障害者従業員の半数以上を占める社会的事業所の設置者に

対して支給する。 

（補助金の額） 

第６条 前条に規定する経費に対する補助金の額は、別表の補助金の区分のそれぞれについて、同

表により算出した補助基準額と当該社会的事業所が当該年度において支出した額とを比較して、

いずれか少ない方の額を合計した額とする。 

２ 補助金は、社会的事業所が円滑に運営を行うために交付するものであり、その目的が達成され

たと認められるときには、補助金の交付を行わない。 

（交付申請） 

第７条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１

項により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交

付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 社会的事業所運営事業調書（別紙１） 

 (2) 補助金算出内訳書（別紙２） 

 (3) 利用者状況調書（別紙３－１） 

 (4) 収支予算書（別紙４－１） 

（決定通知書） 

第８条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定通

知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交付申請棄却

（却下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（事情変更による取消通知書等） 

第９条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定取

消通知書（様式第４号）又は大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定変更通知書（様式第

５号）により行うものとする。 

（補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第１０条 規則第１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、大津市

社会的事業所運営事業費補助事業変更承認申請書（様式第６号）又は大津市社会的事業所運営事

業費補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）とする。 

２ 前項の承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 社会的事業所運営事業調書（別紙１） 

 (2) 補助金算出内訳書（別紙２） 

 (3) 利用者状況調書（別紙３－２） 

 (4) 収支予算書（別紙４－１） 

（承認通知書等） 

第１１条 規則第１３条第２項の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助事業変更

承認決定通知書（様式第８号）若しくは大津市社会的事業所運営事業費補助事業中止（廃止）承

認決定通知書（様式第９号）又は大津市社会的事業所運営事業費補助事業変更承認申請棄却（却

下）決定通知書（様式第１０号）若しくは大津市社会的事業所運営事業費補助事業中止（廃止）



承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

（実績報告書） 

第１２条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大津市社会的

事業所運営事業費補助事業実績報告書（様式第１２号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 (1) 社会的事業所運営事業費精算調書（別紙５） 

 (2) 事業開設状況調書（別紙６） 

 (3) 利用者状況調書（別紙３－１） 

 (4) 収支決算書（別紙４－２） 

 (5) 領収書等（明細を記したものを含む。）の写し 

（確定通知書） 

第１３条 規則第１５条の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助金確定通知書

（様式第１３号）により行うものとする。 

（交付請求） 

第１４条 規則第１８条第 1項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は、大津市

社会的事業所運営事業費補助金交付請求書（様式第１４号）とする。 

（一括又は分割による交付請求書） 

第１５条 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出しなければ

ならない交付請求書は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交付請求書（様式第１５号）とす

る。 

２ 前項の交付請求書には、社会的事業所運営事業調書（別紙１）を添付しなければならない。 

（取消通知書） 

第１６条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決

定取消通知書（様式第１６号）により行うものとする。 

（返還通知書） 

第１７条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市社会的事業所運営事業費補助金

返還通知書（様式第１７号）により行うものとする。 

（帳簿の備付け） 

第１８条 補助金の交付を受けた者は、当該補助事業完了後５年間、当該補助事業に係る障害者従

業員名簿（様式第１８号）、金銭出納簿、設備備品台帳（様式第１９号）、作業（活動）日誌（様

式第２０号）その他必要な証拠書類綴を備え付け、補助金の使途を明らかにしておかなければな

らない。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、当分の間、補助の対象とする社会的事業所の設置主体は、大津市

障害者共同（働）作業所運営事業費補助金交付要綱に定める障害者共同（働）作業所又は大津市

機能強化型障害者共同（働）作業所運営事業費補助金交付要綱に定める機能強化型障害者共同

（働）作業所を現に運営している者に限る。 



３ この要綱は、滋賀県社会的事業所運営助成金の交付措置が終了するに至ったときは、廃止する

ものとする。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の大津市社会的事業所運営事業費補助金交

付要綱の規定は、平成２６年度の補助金から適用する。 

 

 



別表（第５条、第６条関係） 

補  助  対  象  費  目 

区分 対  象  費  目 補 助 基 準 額 

運 
 
 
 
 
 
 

営 
 
 
 
 
 
 

費 

１ 給料 

２ 諸手当 

３ 共済費 

４ 報酬 

５ 賃金 

６ 旅費 

７ 消耗品費 

８ 印刷製本費 

９ 光熱水費 

10 日常生活諸費 

11 役務費 

12 委託料 

13 障害者従業員の職業生活の質を高

める取り組みに必要な経費 

各月初日在籍障害者従業員 

 

１人当たり月額 ７５，０００円 

管 
 

理 
 

費 

１ 固定資産物品費 

２ 備品費 

３ 修繕費 

４ 使用料 

５ 賃借料 

６ 減価償却費 

市内社会的事業所１か所当たり 

 

 年額 １，０００，０００円 

特 

別 

加 

算 

費 

 社会的事業所の営業力強化や経営能

率向上のための営業担当職員の配置に

必要な経費 

（ただし、補助開始後３年間限りとす

る。） 

 

市内社会的事業所１か所当たり 

 

 年額 ３，２３２，０００円 

重 

度 

加 

算 

費 

１ 重度加算費 各月初日在籍の、本市に住所を有し身

体障害者手帳１・２級又は療育手帳Ａ

を所持する障害者従業員 

 

 １人当たり月額４，０００円 



様式第１号（第７条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付申請書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長 

 

申請者 住   所             
 

    事業所名              
 

    代 表 者           印 

 

 

 大津市補助金等交付規則第４条第１項の規定により、大津市社会的事業所運営事業費

補助金の交付について次のとおり申請します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

補助事業の目的及び内容  

補助事業の経費所要額 円  

交 付 申 請 金 額 円  

補助事業の着手予定年月日 

及 び 完 了 予 定 年 月 日 

着手       年     月     日 

完了       年     月     日 

添 付 書 類  

 

１ 社会的事業所運営事業調書    （別紙１） 

２ 補助金算出内訳書        （別紙２） 

３ 利用者状況調書         （別紙３－１） 

４ 収支予算書           （別紙４－１） 

 



様式第２号（第８条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった大津市社会的事業所運営事業費補助金の交

付について、次のとおり決定したので大津市補助金等交付規則第７条第１項の規定によ

り通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

交 付 条 件 

(１)この補助金は、申請による使途以外の用途に使用しては

(１)ならない。 

(２)この補助金に係る実績報告書を   年  月  日

(１)までに提出すること。 

(３)この補助金の使途については、大津市監査委員の監査を

(１)受けることがある。 

(４)前各号に違反した場合は、補助金の一部又は全部の(１)

返還を命じることがある。 

 



様式第３号（第８条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付申請棄却（却下）決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった大津市社会的事業所運営事業費補助金につ

いて、次のとおり交付しないことと決定したので大津市補助金等交付規則第７条第２項

の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 申 請 金 額 円  

交 付 し な い こ と と 

決 定 し た 理 由 
 

 



様式第４号（第９条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定取消通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の決定をした大津市社会的事業所

運営事業費補助金について、次のとおり交付決定を取り消したので大津市補助金等交付

規則第９条第５項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

取 消 金 額 円  

取消し後の交付決定金額 円  

取 消 し を し た 理 由  

 



様式第５号（第９条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定変更通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の決定をした大津市社会的事業所

運営事業費補助金について、次のとおり交付決定を変更したので大津市補助金等交付規

則第９条第５項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

決定内容又はこれに付 

した条件を変更する内容 
 

変 更 し た 理 由  

 



様式第６号（第１０条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業変更承認申請書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長           

 

申請者 住   所            
 

    事業所名             
 

    代 表 者          印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定のあった大津市社

会的事業所運営事業費補助事業の変更の承認について、大津市補助金等交付規則第１３

条第１項の規定により次のとおり申請します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

補助事業の変更の内容  

変 更 す る 理 由  

変 更 の 年 月 日 年     月     日 

添 付 書 類  

１ 社会的事業所運営事業調書    （別紙１） 

２ 補助金算出内訳書        （別紙２） 

３ 利用者状況調書 （変更承認申請用）（別紙３－２） 

４ 収支予算書           （別紙４－１） 

 



様式第７号（第１０条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業中止（廃止）承認申請書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長           

 

申請者 住   所            
 

    事業所名             
 

    代 表 者          印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定のあった大津市社

会的事業所運営事業費補助事業の中止（廃止）の承認について、大津市補助金等交付規

則第１３条第１項の規定により次のとおり申請します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

中止（廃止）する理由  

中止（廃止）の年月日 年     月     日 

 



様式第８号（第１１条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業変更承認決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定をした大津市社会

的事業所運営事業費補助事業の変更について、次のとおり承認したので大津市補助金等

交付規則第１３条第２項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

承 認 し た 変 更 内 容  

承 認 年 月 日 年     月     日 

 



様式第９号（第１１条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業中止（廃止）承認決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定をした大津市社会

的事業所運営事業費補助事業の中止（廃止）について、次のとおり承認したので大津市

補助金等交付規則第１３条第２項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

中止(廃止)の承認年月日 年     月     日 

 



様式第１０号（第１１条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業変更承認申請棄却（却下）決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定をした大津市社会

的事業所運営事業費補助事業の変更について、次のとおり承認しないことと決定したの

で大津市補助金等交付規則第１３条第２項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

補助事業の変更の内容  

承 認 し な い こ と と 

決 定 し た 理 由 
 

 



様式第１１号（第１１条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業中止(廃止)承認申請棄却(却下)決定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定をした大津市社会

的事業所運営事業費補助事業の中止（廃止）について、次のとおり承認しないことと決

定したので大津市補助金等交付規則第１３条第２項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

承 認 し な い こ と と 

決 定 し た 理 由 
 

 



様式第１２号（第１２条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助事業実績報告書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長    

 

申請者 住   所            
 

    事業所名             
 

    代 表 者          印 

 

 

   年  月  日付け大福障第   号で補助金の交付の決定のあった大津市社

会的事業所運営事業費補助事業の実績について、大津市補助金等交付規則第１４条の規

定により次のとおり報告します。 

 

補 助 年 度       年度 

補 助 事 業 の 名 称 大津市社会的事業所運営事業費補助金 

補助事業の着手年月日 

及 び 完 了 年 月 日 

着手        年  月  日 

完了        年  月  日 

交 付 決 定 金 額 円  

補 助 金 の 既 交 付 金 額 円  

補助事業の経費精算額 

（補助対象金額） 
円  

添 付 書 類  

１ 社会的事業所運営事業費精算調書 （別紙５） 

２ 事業開設状況調書        （別紙６） 

３ 利用者状況調書         （別紙３－１） 

４ 収支決算書           （別紙４－２） 

５ 領収書等（明細を記したものを含む。）の写し 

 



様式第１３号（第１３条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金確定通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で補助金の交付の決定をした大津市社会

的事業所運営事業費補助事業について、次のとおり大津市社会的事業所運営事業費補助

金の額を確定したので大津市補助金等交付規則第１５条の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

補助事業の経費精算額 

（補助対象金額） 
円  

交 付 確 定 金 額 円  

 



様式第１４号（第１４条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付請求書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長           

 

申請者 住   所            
 

    事業所名             
 

    代 表 者          印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の確定のあった大津市社会的事業

所運営事業費補助金について、大津市補助金等交付規則第１８条第１項の規定により次

のとおり請求します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 確 定 金 額 円  

交 付 請 求 金 額 円  

Ａ

振

込

先

Ａ

Ａ

Ａ 

Ａ

Ａ

金

融

機

関

Ａ 

金 融 機 関 名 銀行・信用金庫・農協       支店  

口 座 番 号 普通・当座                    

口 座 名 義  

 



様式第１５号（第１５条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付請求書 
 

年  月  日 

 （宛先） 

大津市長           

 

申請者 住   所            
 

    事業所名             
 

    代 表 者          印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の決定のあった大津市社会的事業

所運営事業費補助金について、大津市補助金等交付規則第１８条第２項の規定により次

のとおり一括（分割）請求します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

補助金を一括（分割） 

請 求 す る 理 由 
 

補 助 金 の 既 交 付 金 額 円  

交 付 請 求 金 額 円  

Ａ

振

込

先

Ａ

Ａ

Ａ 

Ａ

Ａ

金

融

機

関

Ａ 

金 融 機 関 名 銀行・信用金庫・農協       支店  

口 座 番 号 普通・当座                    

口 座 名 義  

添 付 書 類 社会的事業所運営事業調書    （別紙１） 



様式第１６号（第１６条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金交付決定取消通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の決定をした大津市社会的事業所

運営事業費補助金について、次のとおり交付決定を取り消したので大津市補助金等交付

規則第１９条第４項の規定により通知します。 

 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 （ 確 定 ） 金 額 円  

取 消 金 額 円  

取消し後の交付決定(確定)金額 円  

取 消 し を し た 理 由  

 



様式第１７号（第１７条関係） 

 

 

大津市社会的事業所運営事業費補助金返還通知書 
 

大   第   号 

年  月  日 

 

               様 

 

大津市長           印 

 

 

   年  月  日付け大  第   号で交付の決定をした大津市社会的事業所

運営事業費補助金について、大津市補助金等交付規則第２０条第１項の規定により次の

とおり返還を請求します。 

 

返 還 金 円  

返 還 理 由  

返 還 期 日 年     月     日まで 

補 助 年 度 年度  

補 助 事 業 の 名 称  

交 付 決 定 金 額 円  

補 助 金 の 既 交 付 金 額 

及 び 交 付 年 月 日 

円  

年     月     日まで 

交 付 確 定 金 額 円  

 

（注） 別添納付書により振り込んでください。なお、大津市補助金等交付規則第１９

条第１項の規定により交付の決定を取り消された場合において、返還期日までに

納付されないときは、延滞金を納付しなければなりません。 



様式第１８号（第１８条関係） 

 

障害者従業員名簿（   年度） 

 

番 

号 

障害者従業員氏名 性別 年齢 就職日 退職日 出身市町村名 

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

    月  日 月  日  

 



様式第１９号（第１８条関係） 

 

設 備 備 品 台 帳 

 

番号 品   目 購入年月日 購入金額（円） 備   考 

     

 



様式第２０号（第１８条関係） 

 

作 業 （ 活 動 ） 日 誌 

 

年 月 日 年  月  日 記入者  

事業（受注品）名 

 

活動・作業の概要 

 

従事した障害者従

業員（人数） 

 

作業・障害者従業

員の評価と課題 

 

作業の改善方法・

障害者従業員の支

援方針 

 

関係機関との連絡 

などここここここ 

 

 

（注）評価と課題は、作業全体又は従業員ごとのどちらかで記入すること。 



別紙１ 

社 会 的 事 業 所 運 営 事 業 調 書 
 

社会的事業所の名称  

所 在 地 
 

電話番号 

設 置 主 体  運 営 主 体  

代 表 者 名  設立年月日  

設 立 趣 旨 ・ 目 的 

 

具 体 的 事 業 内 容 

 

事 業 収 支 計 画 

 年度 年度 年度 年度 年度 

事業売上見込額      

必要経費等見込額      

収 益 見 込 額      

労 働 者 数 等 

( 年 月 日現在) 

全従業員数（Ａ）     ＝     人 

内障害者従業員数（Ｂ）  ＝     人 

雇用割合（Ｂ／Ａ）    ＝     ％ 

障害者の職業生活の

質を高める取り組み

内容 

 

事業所内外における

障害者問題等の啓発

内容 

 

事業所の経営機関へ

の障害者自身の参加

状況 

 

障害者への賃金の支

払状況（前年度実績） 

全従業員平均賃金           円／（月・日・時間） 

障害者従業員平均賃金         円／（月・日・時間） 

障害者従業員以外平均賃金       円／（月・日・時間） 

障害者への安全面で

の配慮の状況 

 

（注） 

 １ 「設立趣旨・目的」は、設置・運営主体が、事業所を経営する上での理念や目標、従業員への支援方針等に

ついて具体的に記述してください。 

 ２ 「具体的事業内容」には、事業目的を達成するために実施する事業の内容を具体的に記入してください。 

 ３ 「事業収支計画」には、事業開始年度から５年間の収支計画を記入してください。「事業売上見込」には、事

業実施により得られる総収入見込額を、「必要経費等見込」には、事業を実施するために必要な経費の総額を、

「収益見込」には、事業売上見込額から必要経費等見込額を差し引いた額を記入してください。



別紙２ 

補 助 金 算 出 内 訳 書 

１ 運 営 費                                             社会的事業所名           

対象経費支出予定額 

Ａ 

算定基準のよる算定額 
大津市にかかる申請算出内訳 

備         考 算定基準による算定額 
補助金申請額 

延人員 単価  金額 Ｂ  延人員 単価  金   額 

円 人 円 円 人 円 円 円  

注１ Ａ欄及びＢ欄については、当該社会的事業所全体の額を記入すること。 
 

２ 管 理 費（大津市内に所在する社会的事業所のみ記入する。） 

対象経費支出予定額 

Ａ 

県費補助基本限度額 

Ｂ 

市町村補助金申請額 

Ｃ 

Ｃのうち県費補助金 

（ＡとＢを比較して少ない方の額の 1/2）  Ｄ 
備  考 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

注２ Ｂ欄には、年額 1,000,000 円を基準とするが、運営月数が 12 か月に満たない場合は、基準額を 12 で除して得た運営月数（1 か月未満切捨）を乗じ
て得た額を基準とし、備考欄に運営期間を記入する。（1,000円未満切捨） 

 

３ 特 別 加 算 費（大津市内に所在する社会的事業所のみ記入する。） 

対象経費支出予定額 

Ａ 

県費補助基本限度額 

Ｂ 

市町村補助金申請額 

Ｃ 

Ｃのうち県費補助金 

（ＡとＢを比較して少ない方の額の 1/2）  Ｄ 
備  考 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

 

注３ Ｂ欄には、年額 3,232,000 円を基準とするが、運営月数が 12 か月に満たない場合は、基準額を 12 で除して得た運営月数（1 か月未満切捨）を乗じ
て得た額を基準とし、備考欄に運営期間を記入する。（1,000円未満切捨） 

注４ 特別加算費については３年間のみ記入すること。  

４ 重 度 加 算 費 

対象経費支出予定額 

 

算定基準のよる算定額 
補助金申請額 備         考 

延人員 単価  金額   

円 人 円 円 円  

 

 



別紙３－１ 

利 用 者 状 況 調 書 

 障害者従業員の状況                                        社会的事業所名           

氏   名 住       所 
生年月日 

（年齢） 
障害区分 手帳の番号 

障害

程度 

判定の

有 無 
雇用年月日 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

    年 月 日 

（   才） 
身・知・精 

   
 

注 「判定の有無」は、身障、療育又は精神保健福祉手帳を所持していない者について、身障診断書、障害者更生相談所（子ども家庭相談センター）の判

定又は保健所長の意見書の有無を記入すること。 



別紙３－２ 

利用者状況調書（変更承認申請用） 

 障害者従業員の状況                                           社会的事業所名           

氏   名 住       所 
生年月日 

（年齢） 

障害区分 

障害程度 
手帳の番号 雇用期間 増減月数 補助金増減額（円） 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

  
 年 月 日 

（   才） 

身体  級 

療育Ａ・Ｂ 

精神 

  年  月 

～ 

 年  月 

増・減 

 

 ヵ月 

 

合             計 

増・減 

 

 ヵ月 

 

 



別紙４－１ 
    年度  収支予算書 

１ 収 入                                    （単価：円） 

区        分 予  算  額 説    明 

社 会 的 事 業 所 

運営事業費補助金 
   

 運 営 費   

管 理 費   

特 別 加 算 費   

重 度 加 算 費   

    

合    計   

区分欄に補助金のほか事業収益金、寄付金、その他を計上のこと。 
 
２ 支 出 

区       分 予 算 額 説    明 

運 
 

営 
 

費 

   

小    計   

管 
 

理 
 

費 

 

  

小    計   

特
別
加
算
費 

 

  

小    計   

重
度
加
算
費 

  

 

小    計   

合       計   

上記のとおり相違ありません。 

       年  月  日        住 所 

                      事業所名 

                      代表者名                    印 



別紙４－２ 
       年度  収支決算書 

１ 収 入                                    （単位：円） 

区        分 決算額 説    明 

社 会 的 事 業 所 

運営事業費補助金 
   

 運 営 費   

管 理 費   

特 別 加 算 費   

重 度 加 算 費   

    

合    計   

区分欄に補助金のほか事業収益金、寄付金、その他を計上のこと。 
 
２ 支 出 

区       分 決算額 説    明 

運 
 

営 
 

費 

   

小    計   

管 
 

理 
 

費 

 

  

小    計   

特
別
加
算
費 

 

  

小    計   

重
度
加
算
費 

  

 

小    計   

合       計   

上記のとおり相違ありません。 

       年  月  日        住 所 

                      事業所名 

                      代表者名                    印



別紙５ 

社会的事業所運営事業費精算調書 

社会的事業所名           

 

経費算定 

科 目 

事業所における対

象経費支出済額Ａ 

算定基準による算定額 市費補助可能額 Ｃ

ＡとＢを比較して少

ない方の額 

市費補助金

交付決定額 

Ｄ 

要市費補助額 Ｅ

ＣとＤを比較して

少ない方の額 

概  算 

受入済額 

Ｆ 

差引過不足額Ｇ 

（Ｅ－Ｆ） 延人員 単価 金額 Ｂ 

運営費 
 人 円 円 円 円 円 円 円 

重 度  

加算費 

 人 円 円 円 円 円 円 円 

計 
 人 円 円 円 円 円 円 円 

注１ Ａ欄には他市町村からの障害者従業員を含む当該事業所全体の支出済額を記入し、それ以外の欄については、当該市町村者分について、記入するこ

と。 

経費算定

科目 

事業所における対

象経費支出済額Ａ 

市費補助基本限度額 

Ｂ 

市費補助可能額 Ｃ

ＡとＢを比較して少

ない方の額 

市費補助金

交付決定額 

Ｄ 

要市費補助額 Ｅ

ＣとＤを比較して

少ない方の額 

概  算 

受入済額 

Ｆ 

差引過不足額Ｇ 

（Ｅ－Ｆ） 
備考 

管理費 
円 

 

円 

 

円 

 

 円 

 

円 円  

特 別  

加算費 

円 

 

円 

 

円 

 

 円 

 

円 円  

計 
円 

 

円 

 

円 

 

 円 

 

円 円  

注２ Ｂ欄には、運営月数が 12か月に満たない場合は、基準額を 12で除して得た運営月数（1か月未満切捨）を乗じて得た額を基準とし、備考欄に運営

期間を記入する。（1,000円未満切捨） 

注３ 特別加算費については３年間のみ記入すること。



別紙６ 

事 業 開 設 状 況 調 書 
 

社会的事業所の名称  

所 在 地 
 

電話番号 

設 置 主 体  運 営 主 体  

代 表 者 名  設立年月日  

具 体 的 事 業 内 容 

及 び 経 営 実 績 

 

利 益 向 上 の た 

め の 経 営 努 力 

 

毎 月 １ 日 現 在 の 

労 働 者 数 等 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３  

全従業員数(Ａ)             人 

内障害者従業員数(Ｂ)             人 

雇用割合（Ｂ／Ａ）             ％ 

障害者の職業生活の

質を高める取り組み

内容・効果 

 

事業所内外における

障害者問題等の啓発

内容・効果 

 

事業所の経営機関へ

の障害者自身の参加

の状況・効果 

 

障害者への賃金の支

払状況（今年度実績） 

全従業員平均賃金           円／（月・日・時間） 

障害者従業員平均賃金         円／（月・日・時間） 

障害者従業員以外平均賃金       円／（月・日・時間） 

障害者への安全面で

の配慮の状況・効果 

 

（注） 

 １ 「具体的事業内容・経営実績」には、事業目的を達成するために実施した事業の内容、事業収支等の実績を

具体的に記入してください。 

 ２ 「利益向上のための経営努力」には、事業所として利益を上げるために具体的に実践した内容を具体的に記

入してください。 


